
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

第66期（2020年３月１日から2021年２月28日まで）

株式会社　ライフコーポレーション

法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載する

ことにより、ご提供しているものであります。

（http://www.lifecorp.jp/）

表紙



連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

①　連結子会社の数　　　　　　１社

②　連結子会社の名称　　　　　株式会社ライフフィナンシャルサービス

(2) 非連結子会社の名称等

①　非連結子会社の名称　　　　ライフ興産株式会社

株式会社ライフストア
 

②　連結の範囲から除いた理由　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

　持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

①　非連結子会社の名称　　　　ライフ興産株式会社

株式会社ライフストア

②　関連会社の名称　　　　　　株式会社日本流通未来教育センター

③　持分法を適用しない理由　　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除い

ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．満期保有目的の債券　　　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ．その他有価証券　　　　　時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のない

ものは移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

イ．商品及び製品　　　　　　売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しております。

ただし、生鮮食品、物流及び加工センター在庫商品は、最終仕入原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用し

ております。

ロ．原材料及び貯蔵品　　　　主として、最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法（ただし、車両運搬具は定率法）を採用しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３年～60年

機械装置及び運搬具　　２年～17年

器具及び備品　　　　　２年～20年

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間の均等償却によっており

ます。

　また、2007年３月31日以前に取得した有形固定資産について、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結

会計年度から５年間で均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、その回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

③　販売促進引当金

　販売促進を目的とするポイントカード制度により付与したポイントの利用に備えるため、未利用のポイン

ト残高に対して、過去の利用実績率に基づき将来利用されると見込まれる額を計上しております。

　なお、繰入額は販売促進費に含めております。

④　役員株式給付引当金

　取締役業績連動株式交付規程に基づく取締役（社外取締役を除く。）に対する当社株式の交付に備えるた

め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5) その他の連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．表示方法の変更

（連結損益計算書）

　営業外収益の「補助金収入」（前連結会計年度44百万円）は、従来、連結損益計算書において、営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性を考慮し、当連結会計年度から「補助金収入」（当連結

会計年度115百万円）として表示しております。

６．追加情報

（取締役向け株式報酬制度）

当社は、2019年５月23日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）

の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットを享受するのみならず、

株価下落リスクをも負担し、株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績

の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、「取締役向け株式交付信託」制度（以下

「本制度」という。）を導入いたしました。

本制度は、取締役に対して、当社取締役会が定める取締役業績連動株式交付規程に従って付与されるポイン

ト数に応じ、信託を通じて当社株式を交付する制度であります。取締役に対し交付する株式については、予め

信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理を行います。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時

点で処分差額を認識し、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を連結

貸借対照表に計上しております。

なお、当連結会計年度末に株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式は、純資産の部に自己株式とし

て表示しており、当該自己株式の帳簿価額は前連結会計年度199百万円、当連結会計年度199百万円であり、株

式数は前連結会計年度90,300株、当連結会計年度90,300株であります。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当社グループでは、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、連結計

算書類作成時において把握している情報に基づき実施しております。

小売事業は緊急事態宣言による外出自粛要請等の影響もあり、足元では内食需要が一時的に拡大しているた

め、翌連結会計年度（2022年２月期）の一定期間においても新型コロナウイルス感染症による影響が継続する

という仮定に基づいて会計上の見積りを行っておりますが、当感染症の収束時期等の見積りには不確実性を伴

うため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

(3)
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産 建物 4,341百万円

土地 6,693百万円

差入保証金 479百万円

計 11,514百万円

(2) 担保に係る債務 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 12,433百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 137,492百万円

３．割賦払いにより所有権が留保されている資産

(1) 所有権が留保されている資産 器具及び備品 164百万円

(2) 対応する債務 割賦未払金（流動負債その他） 204百万円

４．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するための財産評価基本通達により算定した

価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日 2001年２月28日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価の合計額と

当該土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
△3,002百万円
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Ⅲ．連結損益計算書に関する注記

１．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：百万円）

用 途 種 類 場 所 減 損 損 失

店 舗 等
建物及び構築物・機械装置及び運搬
具・器具及び備品・土地等

大 阪 府 ７店 267

京 都 府 １店 242

奈 良 県 ２店 1,247

東 京 都 ２店 816

埼 玉 県 １店 20

　当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、資産のグルーピング

をしております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗や土地の時価の下落が著しい店

舗等を対象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

金額を減損損失として特別損失に計上しております。

　その内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 1,390百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

器具及び備品 122百万円

土地 1,070百万円

その他（※） 8百万円

合計 2,595百万円

（※）その他は借地権、ソフトウエア、施設利用権及び長期前払費用であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額は、

重要性を勘案して、不動産鑑定評価額又は路線価等に基づき算定しております。また、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを3.4％で割り引いて算定しております。なお、将来キャッシュ・フローがマイナスの場合には、回収

可能価額を零として算定しております。

２．新型コロナウイルス感染症による損失

　新型コロナウイルス感染症拡大により、店舗などにおいて発生した商品廃棄損、消毒費用や賃料減免によるテ

ナント支援を新型コロナウイルス感染症による損失として特別損失に106百万円を計上しております。

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
期首株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （ 株 ）

発行済株式
普通株式

53,450,800 ― ― 53,450,800

自己株式
普通株式

6,582,377 761 ― 6,583,138

（注）当連結会計年度末の自己株式数には、「取締役向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カ

ストディ銀行が保有する当社株式90,300株が含まれております。

（変動事由の概要）

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取り　　　　　　　　　　　　　　　　　　561株

譲渡制限付株式の無償取得　　　　　　　　　　　　　　　　200株
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２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 0 年 ５ 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 939 20.00 2020年２月29日 2020年５月29日

(注）2020年５月28日開催の取締役会決議による配当金の総額には、「取締役向け株式交付信託」制度の信託財

産として、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（現株式会社日本カストディ銀行）が保有する当

社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 0 年 1 0 月 ９ 日
取 締 役 会

普 通 株 式 1,173 25.00 2020年８月31日 2020年11月２日

(注）2020年10月９日開催の取締役会決議による配当金の総額には、「取締役向け株式交付信託」制度の信託財

産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1年５月2 7日
定 時 株 主 総 会

普通株式 1,173 利益剰余金 25.00 2021年２月28日 2021年５月28日

(注）2021年５月27日開催予定の定時株主総会決議による配当金の総額には、「取締役向け株式交付信託」制度

の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれて

おります。

Ⅴ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資の運用については短期で安全性の高い預金等に限定しております。また、短

期的な運転資金は銀行借入により調達し、店舗等の設備投資に必要な資金は銀行借入又はリース取引により調

達しております。

　なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　売掛金及び未収入金は、回収までの期間は短期であります。差入保証金は、店舗不動産の賃借に伴い差し入

れたものであります。

　売掛金、未収入金、長期貸付金及び差入保証金の信用リスクについては、取引先の状況をモニタリングし、

財務状態の悪化等による回収懸念を早期に把握する体制をとっております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であります。

　株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状態を把握しており、

時価を取締役会に毎回報告しております。

　買掛金は、短期の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に短期的な運転資金の調達であり、長期借入金及びファイナンス・リース取

引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。このうち短期借入金、一部の長期借入金は、

金利の変動リスクに晒されております。なお、長期借入金は固定金利と変動金利を勘案し資金調達することに

より、リスク軽減を図っております。

　また、買掛金、借入金、リース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、各部署からの報告

等に基づき、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などの方法により管理してお

ります。

(6)

連結注記表



(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　2021年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 15,343 15,343 ―

(2) 売掛金 5,524 5,524 ―

(3) 未収入金 27,383 27,383 ―

(4) 投資有価証券 1,389 1,389 ―

(5) 長期貸付金 8,586 9,222 635

(6) 差入保証金 4,945 4,201 △743

資産計 63,173 63,064 △108

(1) 買掛金 68,466 68,466 ―

(2) 短期借入金 2,150 2,150 ―

(3) 長期借入金 36,760 36,839 79

(4) リース債務 3,646 3,658 12

負債計 111,023 111,115 92

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(4) 投資有価証券

　株式の時価については、取引所の価格によっております。

(5) 長期貸付金、(6) 差入保証金

　将来キャッシュ・フローを国債の利回りなど適切な指標により割り引いた現在価値により算定してお

ります。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3) 長期借入金、(4) リース債務

　これらの時価は元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。なお、長期借入金には１年内返済予定の長期借入金、リ

ース債務には１年内返済予定のリース債務を含めて表示しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非上場株式 130

差入保証金 18,375

　非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4) 

投資有価証券」には含めておりません。また、差入保証金のうち、返還時期の見積りが困難なもの等につい

ては、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(6) 差入保証金」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 15,343 ― ― ―

売掛金 5,524 ― ― ―

未収入金 27,383 ― ― ―

長期貸付金 683 2,618 2,737 2,547

差入保証金 ― ― 130 4,815

合 計 48,934 2,618 2,867 7,362

４．長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

長期借入金 12,647 23,921 192 ―

リース債務 1,078 2,443 116 7

合 計 13,725 26,364 309 7

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,081円61銭

２．１株当たり当期純利益 380円32銭

(注）「取締役向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式は、１

株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期

純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は90千株であり、１株当たり当期純利益の

算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は90千株であります。

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）を採用しております。

②　子会社及び関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。

③　その他有価証券　　　　　　時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のない

ものは移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産

①　商品　　　　　　　　　　　売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しております。

ただし、生鮮食品、物流及び加工センター在庫商品は、最終仕入原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用し

ております。

②　貯蔵品　　　　　　　　　　主として、最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法（ただし、車両運搬具は定率法）を採用しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　３年～43年

構築物　　　　　６年～60年

機械及び装置　　４年～17年

器具及び備品　　２年～20年

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間の均等償却によっておりま

す。

　また、2007年３月31日以前に取得した有形固定資産について、償却可能限度額まで償却が終了した翌事業年

度から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

　定額法を採用しております。
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３．重要な引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、その回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(3) 販売促進引当金

　販売促進を目的とするポイントカード制度により付与したポイントの利用に備えるため、未利用のポイント

残高に対して、過去の利用実績率に基づき将来利用されると見込まれる額を計上しております。

　なお、繰入額は販売促進費に含めております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5) 役員株式給付引当金

　取締役業績連動株式交付規程に基づく取締役（社外取締役を除く。）に対する当社株式の交付に備えるため、

当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．その他計算書類作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．表示方法の変更

（損益計算書）

営業外収益の「補助金収入」（前事業年度44百万円）は、従来、損益計算書において、営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりましたが、重要性を考慮し、当事業年度から「補助金収入」（当事業年度115百万

円）として表示しております。
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６．追加情報

（取締役向け株式報酬制度）

当社は、2019年５月23日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）

の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットを享受するのみならず、

株価下落リスクをも負担し、株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績

の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、「取締役向け株式交付信託」制度（以下

「本制度」という。）を導入いたしました。

本制度は、取締役に対して、当社取締役会が定める取締役業績連動株式交付規程に従って付与されるポイン

ト数に応じ、信託を通じて当社株式を交付する制度であります。取締役に対し交付する株式については、予め

信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理を行います。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時

点で処分差額を認識し、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を貸借

対照表に計上しております。

なお、当事業年度末に株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式は、純資産の部に自己株式として表

示しており、当該自己株式の帳簿価額は前事業年度199百万円、当事業年度199百万円であり、株式数は前事業

年度90,300株、当事業年度90,300株であります。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当社では、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、計算書類作成時

において把握している情報に基づき実施しております。

小売事業は緊急事態宣言による外出自粛要請等の影響もあり、足元では内食需要が一時的に拡大しているた

め、翌事業年度（2022年２月期）の一定期間においても新型コロナウイルス感染症による影響が継続するとい

う仮定に基づいて会計上の見積りを行っておりますが、当感染症の収束時期等の見積りには不確実性を伴うた

め、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産 建物 4,341百万円

土地 6,693百万円

差入保証金 479百万円

計 11,514百万円

(2) 担保に係る債務 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 12,433百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 137,379百万円

３．割賦払いにより所有権が留保されている資産

(1) 所有権が留保されている資産 器具及び備品 164百万円

(2) 対応する債務 割賦未払金（流動負債その他） 204百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 16,423百万円

短期金銭債務 11,400百万円

長期金銭債務 0百万円

５．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するための財産評価基本通達により算定した

価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日 2001年２月28日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額と

当該土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
△3,002百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

(1) 関係会社との営業取引による取引高

営業収入 4百万円

商品仕入高 27百万円

営業経費 916百万円

(2) 関係会社との営業取引以外の取引による取引高 8百万円
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２．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：百万円）

用 途 種 類 場 所 減 損 損 失

店 舗 等
建物・構築物・機械及び装置・器具及
び備品・土地等

大 阪 府 ７店 267

京 都 府 １店 242

奈 良 県 ２店 1,247

東 京 都 ２店 816

埼 玉 県 １店 20

　当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、資産のグルーピングをしてお

ります。営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗や土地の時価の下落が著しい店舗等を対

象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少金額を減

損損失として特別損失に計上しております。

　その内訳は以下のとおりであります。

建物 1,339百万円

構築物 51百万円

機械及び装置 3百万円

器具及び備品

土地

122百万円

1,070百万円

借地権 5百万円

ソフトウエア 0百万円

長期前払費用 2百万円

その他（※） 0百万円

合計 2,595百万円

（※）その他は施設利用権であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額は、

重要性を勘案して、不動産鑑定評価額又は路線価等に基づき算定しております。また、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを3.4％で割り引いて算定しております。なお、将来キャッシュ・フローがマイナスの場合には、回収

可能価額を零として算定しております。

３．新型コロナウイルス感染症による損失

　新型コロナウイルス感染症拡大により、店舗などにおいて発生した商品廃棄損、消毒費用や賃料減免によるテ

ナント支援を新型コロナウイルス感染症による損失として特別損失に106百万円を計上しております。

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

自己株式
普通株式

6,582,377 761 － 6,583,138

（注）当事業年度末の自己株式数には、「取締役向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストデ

ィ銀行が保有する当社株式90,300株が含まれております。

（変動事由の概要）

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取り　　　　　　　　　　　　　　　　　　561株

譲渡制限付株式の無償取得　　　　　　　　　　　　　　　　200株
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産

未払事業税及び未払事業所税 616百万円

賞与引当金 793百万円

販売促進引当金 577百万円

減価償却資産償却超過額 2,176百万円

土地 639百万円

投資有価証券 177百万円

長期未払金 147百万円

退職給付引当金 1,463百万円

資産除去債務 1,670百万円

その他 1,233百万円

繰延税金資産小計 9,495百万円

評価性引当額 △895百万円

繰延税金資産合計 8,599百万円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 872百万円

その他有価証券評価差額金 56百万円

特別償却準備金 6百万円

その他 512百万円

繰延税金負債合計 1,448百万円

繰延税金資産の純額 7,150百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調 整）

　受取配当金等一時差異でない項目 0.0％

　住民税均等割 1.5％

　法人税額の特別控除額 △3.6％

　評価性引当額の増加額 0.0％

　その他 △0.0％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.4％

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年以内 9,448百万円

１年超 95,526百万円

合計 104,974百万円
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 所 在 地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社
㈱ライフフ
ィナンシャ
ルサービス

東京都
台東区

499

クレジッ
トカード
事業、電
子マネー
事業

所有
直接  100.0

役員の
兼任
５名

クレジット
カード業務
の委託

手数料の支
払い

534 未払金 39

電子マネー
業務の委託

電子マネー
販売代金の
回収

150,393 売掛金 11,272

電子マネー
のチャージ
高

150,675 預り金 11,242

手数料の支
払い

902 未払金 74

資金の貸付

資金の貸付 84,500 短期
貸付金

(流動資産
その他)

5,050

資金の回収 84,950

利息の受取 8
未収収益
(流動資産
その他)

0

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 手数料については、他社との取引条件等を勘案の上、交渉により決定しております。

(2) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．兄弟会社等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 所 在 地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社
の子会社

三菱食品㈱
東京都
大田区 10,630

加工食品
の卸売業

被所有
直接　  1.0 ―

商品の
仕入等

物 流 セ ン
タ ー 手 数
料収入等

3,053 未収入金 516

商品の仕入 64,455 買掛金 10,322

物 流 業 務
委託

物 流 業 務
の委託

8,673 未払金 1,481

土地の
購入

土地の
購入

2,700 土地 2,700

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 商品の仕入や物流業務の委託、物流センター手数料収入等については、市場価格の動向や他社との取引

条件等を勘案の上、交渉により決定しております。

(2) 土地の購入については、不動産鑑定士の鑑定評価額を勘案して交渉により決定しております。
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３．役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

種 類
会社等の名称
又 は 氏 名

所 在 地
資 本 金 又
は 出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役 員 岩崎　高治 ― ―

当社
代表取締役社
長執行役員
日本流通産業
㈱
代表取締役
副社長

被所有
直接　  0.0

― ―

日 本 流 通
産 業 ㈱ か
ら の 商 品
仕 入

4,167 買掛金 424

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　日本流通産業㈱からの商品の仕入については、市場価格の動向や他社との取引条件等を勘案の上、交渉

により決定しております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,094円63銭

２．１株当たり当期純利益 376円93銭

(注）「取締役向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式は、１

株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期

純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は90千株であり、１株当たり当期純利益の

算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は90千株であります。

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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